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7 2022（令和4年）

国　税／�6月分源泉所得税の納付� 7月11日
国　税／�納期の特例を受けた源泉所得税（1月〜6月

分）の納付� 7月11日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請
� 7月15日
国　税／�所得税予定納税額第1期分の納付� 8月1日
国　税／�5月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）、11月決算法人の中間申告� 8月1日
国　税／�8月、11月、2月決算法人の消費税の中間

申告（年3回の場合）　� 8月1日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第2期分の納付

� 市町村の条例で定める日
労　務／�社会保険の報酬月額算定基礎届� 7月11日
労　務／�労働保険料（概算・確定）申告書の提出・（全

期・１期分）の納付� 7月11日
労　務／�障害者・高齢者雇用状況報告� 7月15日
労　務／�労働者死傷病報告（4月〜6月分）� 8月1日

　国税庁では、消費税の虚偽の書類を作成し、
架空の課税仕入れを計上する等による不正還
付への対応に特化した「消費税専門官」を昨年
から主要税務署に配置しています。今年7月
からは、東京・大阪・名古屋国税局などの内
部にも新設するほか、配置する税務署数の拡
大や増員により体制強化を図っています。

ワンポイント 消費税専門官の増設

7 月 の 税 務 と 労 務7月
（文月）JULY

18日・海の日

日 月 火 水 木 金 土
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7 月号─2

⬅ ⬅ ⬅

⬅ ⬅ ⬅

⬅ ⬅ ⬅

一　

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式

︵
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
︶の
概
要

　

複
数
税
率
に
対
応
し
た
仕
入
税
額

控
除
の
方
式
と
し
て
、
令
和
５
年
10

月
１
日
か
ら
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
が
導

入
さ
れ
ま
す
。

　

こ
の
制
度
の
導
入
後
は
、
仕
入
税

額
控
除
の
要
件
と
し
て
、
原
則
、
適

格
請
求
書
発
行
事
業
者
（
イ
ン
ボ
イ

ス
発
行
事
業
者
）
か
ら
交
付
を
受
け

た
適
格
請
求
書
（
イ
ン
ボ
イ
ス
）
の

保
存
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
イ
ン
ボ

イ
ス
に
は
、
区
分
記
載
請
求
書
の
記

載
事
項
に
加
え
、
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行

事
業
者
登
録
番
号
、
適
用
税
率
及
び

税
率
ご
と
に
区
分
し
て
合
計
し
た
消

費
税
額
等
を
記
載
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

　

免
税
事
業
者
な
ど
イ
ン
ボ
イ
ス
発

行
事
業
者
以
外
か
ら
の
課
税
仕
入
れ

に
つ
い
て
は
、
仕
入
税
額
相
当
額
の

一
定
割
合
（
令
和
５
年
10
月
１
日
か

ら
令
和
８
年
９
月
30
日
ま
で
は
80

％
、
令
和
８
年
10
月
１
日
か
ら
令
和

11
年
９
月
30
日
ま
で
は
50
％
）
を
、

仕
入
税
額
と
み
な
し
て
控
除
で
き
る

経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

今
後
、
事
業
者
は
取
引
先
等
と
の

関
係
上
、「
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業

者
」
と
な
る
必
要
が
生
ず
る
で
し
ょ

う
。
今
ま
で
免
税
事
業
者
で
あ
っ
た

場
合
で
も
同
様
で
す
。

二　

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者

の
登
録

⑴
　
す
で
に
課
税
事
業
者
で
あ
る
場
合

　

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
登
録
を

受
け
よ
う
と
す
る
場
合
は
、
原
則
と

し
て
、
令
和
５
年
３
月
31
日
ま
で
に

納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
に
登

録
申
請
書
を
提
出
す
る
必
要
が
あ
り

ま
す
。

⑵
　
免
税
事
業
者
で
あ
る
場
合

　

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と
な
る

た
め
に
は
、
消
費
税
の
課
税
事
業
者

と
な
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
本
来
、

課
税
事
業
者
と
な
る
場
合
に
は
、
そ

の
課
税
期
間
の
開
始
の
日
の
前
日
ま

で
に
、
納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署

長
に
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択
届
出

書
（
課
税
選
択
届
出
書
）
を
提
出
し

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

し
か
し
、
免
税
事
業
者
が
令
和
５

年
10
月
１
日
の
属
す
る
課
税
期
間
中

に
登
録
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
場

合
に
は
、
登
録
日
か
ら
課
税
事
業
者

と
な
る
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。
令
和
５
年
10
月
１
日
よ
り
前

に
登
録
の
通
知
を
受
け
た
場
合
で
あ

っ
て
も
、
登
録
の
効
力
は
登
録
日
で

あ
る
令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
生
じ

る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
こ
の
経
過
措
置
の

適
用
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
場
合
は
、

登
録
日
か
ら
課
税
事
業
者
と
な
り
ま

す
の
で
、
課
税
選
択
届
出
書
を
提
出

す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
基
準

期
間
の
課
税
売
上
高
に
か
か
わ
ら
ず

登
録
日
か
ら
課
税
期
間
の
末
日
ま
で

の
期
間
に
つ
い
て
、
消
費
税
及
び
地

方
消
費
税
の
申
告
が
必
要
と
な
り
ま

す
。三　

令
和
４
年
度
改
正
に
よ
る

登
録
手
続
き
の
見
直
し

　

前
述
の
と
お
り
、
免
税
事
業
者
が

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
の
登
録
を

申
請
し
た
場
合
、
令
和
５
年
10
月
１

日
の
属
す
る
課
税
期
間
に
お
い
て

は
、
経
過
措
置
に
よ
り
、
課
税
期
間

の
途
中
で
も
登
録
を
受
け
た
日
か
ら

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と
な
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
そ
の
後
の
課
税
期
間
に

《免税事業者に係る登録の経過措置》
（例） 　免税事業者である個人事業者が令和5年10月1日から登録を受けるため、令和5年

3月31日までに登録申請書を提出し、令和5年10月1日から登録を受けた場合

課税期間の中途である登録日から課税事業者となり、
令和 5年 10 月 1 日以降の課税資産の譲渡等及び特定
課税仕入れについて、消費税の納税義務が生じます。

登録日
（令和 5年 10 月 1日）

⬇

免税事業者 免税事業者
適格請求書
発行事業者

（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

課税選択届出書の提
出なしで、登録を受
けることができます。

⬆
登録申請書提出

（令和5年3月31日までに提出）

	 令和 4年分	 令和 5年分	 令和 6年分

登録申請書

消費税の免税事業者が
「インボイス発行事業者」
の登録を受ける場合

～令和４年度税制改正を踏まえて～

国税庁資料



3─7月号

⬅ ⬅ ⬅

⬅ ⬅ ⬅

お
い
て
は
、
課
税
期
間
の
途
中
か
ら

登
録
を
受
け
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
て

お
ら
ず
、
し
た
が
っ
て
、
課
税
選
択

届
出
書
と
登
録
申
請
書
を
提
出
し
た

翌
課
税
期
間
で
な
け
れ
ば
登
録
を
受

け
ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。

　

小
規
模
事
業
者
の
中
に
は
、
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
た
後
、
登

録
す
べ
き
か
ど
う
か
状
況
を
見
極
め

な
が
ら
、
慎
重
に
検
討
し
た
い
と
思

わ
れ
る
方
も
い
る
で
し
ょ
う
。

　

そ
こ
で
、
令
和
４
年
度
税
制
改
正

に
お
い
て
、
令
和
５
年
10
月
１
日
か

ら
令
和
11
年
９
月
30
日
の
属
す
る
課

税
期
間
に
お
い
て
も
、
課
税
期
間
の

途
中
か
ら
の
登
録
を
可
能
と
す
る
こ

と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
令
和
５
年
10
月
１
日
の

属
す
る
課
税
期
間
を
除
き
、
登
録
開

始
日
か
ら
２
年
を
経
過
す
る
日
の
属

す
る
課
税
期
間
ま
で
の
間
は
、
免
税

事
業
者
に
戻
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん

の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

四　

簡
易
課
税
制
度
に
お
け
る

納
税
の
検
討

　

今
ま
で
免
税
事
業
者
で
あ
っ
た
方

が
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
導
入
に
よ

り
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
、
つ
ま

り
課
税
事
業
者
に
な
っ
た
場
合
、
懸

念
さ
れ
る
の
は
消
費
税
申
告
の
た
め

の
計
算
事
務
の
煩
雑
さ
で
は
な
い
で

し
ょ
う
か
。
消
費
税
の
原
則
的
な
計

算
方
法
は
、
課
税
対
象
と
な
る
売
上

げ
（
課
税
売
上
げ
）
に
係
る
消
費
税

額
か
ら
、
課
税
仕
入
れ
等
に
係
る
消

費
税
額
を
差
し
引
い
て
行
わ
れ
ま

す
。
現
行
の
消
費
税
法
で
は
、
飲
食

料
品
等
に
は
軽
減
税
率
が
導
入
さ
れ

て
い
る
こ
と
も
あ
り
、
小
規
模
事
業

者
の
方
に
は
相
当
の
負
担
増
に
な
る

と
思
わ
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
ご
検
討
い
た
だ
き
た
い

の
が
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
で
す
。

簡
易
課
税
制
度
と
は
、
法
人
の
場
合

は
前
々
事
業
年
度
、
個
人
の
場
合
に

は
前
々
年
の
課
税
売
上
高
が
５
０
０

０
万
円
以
下
の
場
合
、
届
出
に
よ
り

課
税
売
上
高
だ
け
か
ら
税
額
を
計
算

で
き
る
制
度
を
い
い
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
売
上
げ
に
係
る
消

費
税
額
に
、事
業
の
種
類
の
区
分（
事

業
区
分
）
に
応
じ
て
定
め
ら
れ
た
み

な
し
仕
入
率
を
乗
じ
て
算
出
し
た
金

額
を
仕
入
れ
に
係
る
消
費
税
額
と
し

て
、
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
額
か
ら

控
除
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
の

場
合
の
主
な
み
な
し
仕
入
率
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

・
卸
売
業 	

 

90
％

・
小
売
業 	

 

80
％

・
建
設
業
、
製
造
業 	

 

70
％

・
サ
ー
ビ
ス
業 	

 

50
％

・
不
動
産（
賃
貸
）業 	 

40
％

五　

簡
易
課
税
制
度
を
選
択
す
る

場
合
の
手
続
等

　

本
来
、
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を

受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
そ
の

課
税
期
間
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で

に
、
納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長

に
「
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
届

出
書
」
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。
た
だ
し
、
免
税
事
業
者
が
令

和
５
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
11
年
９

月
30
日
の
属
す
る
課
税
期
間
中
に
登

録
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
場
合
に

は
、
登
録
日
（
令
和
５
年
10
月
１
日

よ
り
前
に
登
録
の
通
知
を
受
け
た
場

合
で
あ
っ
て
も
、
効
力
は
登
録
日
で

あ
る
令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
生
じ

ま
す
）
か
ら
簡
易
課
税
制
度
の
適
用

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
経
過
措
置

が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

	 R 6 期	 R 7 期	 R 8 期	 R 9 期	 R10 期	 R11 期免税 適格請求書
発行事業者

期の途中か
ら登録可

	 R5.4.1	 R6.4.1	 R7.4.1	 R8.4.1	 R9.4.1	 R10.4.1	 R11.4.1	 R12.4.1

改正前：期の途中から登録不可

改正後：期の途中から登録可　

制度施行後 6年間は、期の途中からの登録を可能とする。

インボイス制度施行
R5.10.1 R8.10.1 R11.9.30免税事業者等からの仕入れ

８割控除
免税事業者等からの仕入れ

５割控除

自民党税制調査会資料

【参考資料】
国税庁

「インボイス制
度特設サイト」



7 月号─4

　近年、相続登記が済んでおらず、現在の
所有者が分からない「所有者不明土地」の
増加が、公共事業の推進等の様々な場面で
円滑な事業実施に大きな支障を及ぼしてい
ます。
　そのため、市町村の行政目的のため相続
登記の促進を特に図る必要がある一定の土
地については、「土地の所有権の保存登記」
及び「相続による土地の移転登記」にかか
る登録免許税（本則0.4％）を免税とする特
例措置が設けられています。
　この特例措置の適用期限が、令和4年度
税制改正において、令和7年3月31日ま
で3年延長されました。
　また、対象となる土地の範囲が全国の土
地となるとともに、土地の価額の上限が
10万円以下から100万円以下に拡大され
ています。

	 KEY WORD 	
土地を相続で取得した場合の
登録免許税の特例

光るおもちゃ税 
（アメリカ）

　銃社会といわれるアメリカらしいユ
ニークな税金があります。
　ウエストバージニア州が導入した「光
るおもちゃ税」は、おもちゃの光線銃
など光を発するおもちゃを課税の対象
とした税金です。課税の対象には、お
もちゃの銃のほか、花火なども含まれ
ます。
　導入の目的は、子供の頃から銃が身
近にない環境をつくることで、銃犯罪
や凶悪犯罪による犯罪率を低下させ、
治安を向上させることにあります。
　アメリカに比べて治安が良いとされ
る日本では、夏の風物詩の花火に課税
されるというのも不思議な感じもしま
すが、現在、ウエストバージニア州は
全米でトップクラスの治安のいい州に
なっているそうです。

世界の
税　金

■□□□□
　大正12（1923）年9月1日に発生し
た関東大震災に際し、税務当局は、被
災者の救済の一環として税金を減免す
る措置を講じましたが、減免の対象と
ならなかった税金がありました。次の
うちどの税金でしょうか。
①　法人の所得に対する第1種所得税
②　個人の所得に対する第3種所得税
③　営業税（現在の事業税）

【解説】 �
　関東大震災が起きた時期は、法人税法が
まだ存在せず、所得税法の中で、法人の所
得に対する第1種所得税、利子の支払に対
する第2種所得税及び個人の所得に対する
第3種所得税が別個に規定され、課税され
ていました。
　そのうち、当時の個人の所得に対する第

3種所得税は、前年以前の収入、経費を参
考とした見込みの所得金額を基に課税する
制度であったため、災害が発生した年分に
おいて災害による損害額を控除する仕組み
はなく、住宅、家財の損害に係る現在の雑
損控除のような規定もありませんでした。
　また、営業税（現在の事業税）は、前年
の外形標準に基づき年2回の納期に分けて
賦課課税されていましたが、営業上大きな
損失を被った納税者に対しては、第2期分
を全免する、あるいは、それを超える損害
を被った納税者に対しては、第1期分の税
金を還付する必要がありました。
　法人の所得に対する第1種所得税は、個
人の所得に対する第3種所得税や営業税と
異なり、事業年度ごとの純利益に対する課
税でしたので、実質的に所得税法自体に損
害額の控除が備わっているとして、特例の
対象から外れました。

�  �正解は、①の法人の所得に対する第1種
所得税でした。

税 金 ク イ ズ


